
平成21年 10月14日 

東京都告示第1396号 

改正平成29年1月27日 

 

東京都省エネルギー性能評価書作成基準 

 

第1 目的 

この基準は、都民の健康と安全を確保する環境に関する

条例(平成12年東京都条例第215号。以下「条例」という。)

第23条の2第2項の規定により、特別大規模特定建築物の

エネルギーの使用の合理化に関する性能(以下「省エネル

ギー性能」という。)の評価として、建築物の熱負荷の低

減及び設備のエネルギーの使用の合理化についての評価

を記載した書面(以下「省エネルギー性能評価書」という。)

の作成方法その他の事項に関する基準を定めることを目

的とする。 

第2 省エネルギー性能の評価基準 

省エネルギー性能の評価は、都民の健康と安全を確保す

る環境に関する条例施行規則(平成13年東京都規則第34号。

以下「規則」という。)第13条の2第3項各号に掲げる措置

ごとに、別表に掲げる基準により行うものとする。 

当該評価は、5段階でアルファベット文字AAA、AA、A、

B、Cで表すものとし、AAAを上位として、以下AA、A、

B、Cの順とする。 

第3 省エネルギー性能評価書の作成方法の基準 

1  条例第20条の3に規定する特別大規模特定建築主は、新

築等をしようとする特別大規模特定建築物に係る建築物

環境計画書に基づき、建築物の熱負荷の低減にあっては規

則第8条の3第2項第2号から第8号までに規定する用途に

供する部分の全部について、設備のエネルギーの使用の合

理化にあっては同項第2号から第9号までに規定する用途

に供する部分の全部について、第2の評価基準に従って当

該特別大規模特定建築物の省エネルギー性能の評価を行

い、別記第1号様式による省エネルギー性能評価書を作成

するものとする。 

2  別記第1号様式その1及びその2中「省エネルギー性能評

価書(設計)」とあるのは、条例第23条の6第5項の規定によ

り変更後の省エネルギー性能評価書の交付を行う場合に

あっては「省エネルギー性能評価書(変更)」と、特別大規

模特定建築主の工事完了後に省エネルギー性能評価書の

交付を行う場合にあっては「省エネルギー性能評価書(完

了)」と書き換えて、使用するものとする。 

3  省エネルギー性能評価書を構成する文字及び記号は、鮮

明であり、かつ、容易に識別できるものとする。 

第4 省エネルギー性能評価書交付状況一覧の様式 

規則第13条の4第6項第1号に規定する省エネルギー性

能評価書交付状況一覧の様式は、別記第2号様式のとおり

とする。 

 

附則 

1  この告示は、平成29年4月1日から施行する。 

2  都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12

年東京都条例第215号）第20条の3に規定する特別大規模

特定建築主であって、この告示の施行の日前に同条例第21

条の規定により建築物環境計画書を提出したものについ

ては、この告示による改正後の東京都省エネルギー評価書

作成基準別表及び別記第1号様式の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

3  この告示の施行の際、この告示による改正前の東京都省

エネルギー性能評価書作成基準別記第1号様式による用紙

で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用す

ることができる。 

 

 

 

 

別表 

規 則 第

13条の 2

第 3項で

定める措

置 

東京都建築物環境配慮指針別表第1(住宅以外の用途) 省エネルギー性能の評価基準 

分野 区分 細区分 評価基準(住宅以外の用途) 
評価基準

の段階 
項目名 評価 

建築物の

熱負荷の

低減 

エ ネ ル

ギーの使

用の合理

化 

建築物の

熱負荷の

低減 

建築物の形

状・配置、外

壁・屋根の断

熱、窓部の熱

負荷の低減 

PAL＊の低減率が20以上であること。 3 建築物の熱負荷の低

減率(PAL＊の低減率) 
AAA 

PAL＊の低減率が15以上20未満であるこ

と。 
2 AA 

PAL＊の低減率が10以上15未満であるこ

と。 
A 

PAL＊の低減率が5以上10未満であるこ

と。 
1 B 

PAL＊の低減率が0以上5未満であるこ

と。 
C 

設備のエ

ネルギー

の使用の

合理化 

省エネル

ギーシス

テム 

設備システ

ムの省エネ

ルギー 

ERRが40以上（規則第8条の3第2項第2号

から第4号まで、第7号及び第8号に規定す

る用途に供する部分（以下「特定非住宅

部分」という。）については30以上）であ

ること。 

3 設備システムのエネ

ルギー利用の低減率

(ERR) 

AAA 

ERRが30以上40未満（特定非住宅部分に

ついては25以上30未満）であること。 
AA 

ERRが20以上30未満（特定非住宅部分に

ついては20以上25未満）であること。 
2 A 

ERRが10以上20未満であること。 1 B 
ERRが0以上10未満であること。 C 

 

 



別記 

第1号様式その1 

 

第2号様式 

 

その 2 

 

[ＰＡＬ＊の低減率の評価基準]                    [建物全体※の性能] 

建物全体※ 評価 

 25％以上 ＡＡＡ 

20％以上 25％未満 ＡＡ 

15％以上 20％未満 Ａ 

10％以上 15％未満 Ｂ 

0％以上 10％未満 Ｃ 

※ 住宅用途に供する部分を除く。 

建築物の熱負荷の低減（ＰＡＬ＊の低減率） 

計算条件 

①再生可能エネルギーの変換

利用設備 

□太陽光発電 

□太陽熱 

□地中熱 

□バイオマス 

□その他（       ） 

 

 

 

 

 

 

 

その２ 

 

名称 〔                               〕 

所在地〔                               〕 

延べ面積   〔        〕㎡   建築面積 〔        〕㎡ 

階数・構造  〔地上   階   地下  階   構造        〕 

 

建築物環境計画書番号〔           〕 

               

熱源方式に係る事項 

□中央熱源方式 

□個別熱源方式 

□上記の併用方式 

□地域冷暖房の利用 

１ 特別大規模特定建築物等の概要 

２ 省エネルギー性能の評価 

１ テナント等事業者に賃貸等を行う部分について 

   想定による計算部分（□有・□無） 

２ 工事完了時点で再計算を実施（□有・□無） 

３ 省エネルギー設備等の採用状況 

⑧最適運用のための計量及び

エネルギー管理システム 

□基本ＢＥＭＳ 

□拡張機能を有するＢＥＭＳ 

□その他（      ） 

 

 

③建築物の熱負荷低減 

□ペアガラス 

□ダブルスキン 

□エアフローウィンドー 

□庇・ルーバー 

□その他（       ） 

  

 

 

 

 

 

 

④空気調和設備 

□台数制御方式 

□変流量方式 

□大温度差送水方式 

□利用可能エネルギー利用 

□コージェネレーション 

□燃料電池システム 

□蓄熱方式 

□変風量方式 

□全熱交換器 

□外気冷房 

□最小外気取入れシステム 

□居住域空気調和システム 

□大温度差送風システム 

□その他（       ） 

  

 

⑥照明設備 

□ＬＥＤ照明 

□Ｈｆ管照明 

□省電力型安定器 

□在室検知制御 

□適正照度調整 

□昼光連動制御 

□タイムスケジュール制御 

□その他（      ） 

 

 

⑩地域における省エネルギー 

□地域冷暖房の利用 

□利用可能エネルギーを利用

したシステム 

（          ） 

□その他複数の建築物間で行

う効率的なエネルギー利用 

（          ） 

 

[ＥＲＲの評価基準（用途別）]                   

用途 

評価 ・事務所等 

・学 校等 

・工 場等 

・ホテル等 

・病 院等 

・百貨店等 

・飲食店等 

・集会所等 

40％以上 30％以上 ＡＡＡ 

30％以上 40％未満 25％以上 30％未満 ＡＡ 

20％以上 30％未満 20％以上 25％未満 Ａ 

0％以上 20％未満 Ｂ 

0％以上 10％未満 Ｃ 

※ 住宅用途に供する部分を除く。 

 

設備システムのエネルギー利用の低減率（ＥＲＲ） 

計算条件 

0 

１ 工事完了時点で再計算を実施（□有・□無） 

 

②再生可能エネルギーの直

接利用設備 

□太陽エネルギー利用 

□風利用 

□その他（       ） 

 

 

 

 

 

 

⑨最適運用のための運転調整 

と性能の把握 

□エネルギー消費量の予測値

の設定 

□設備機器等の運転・調整の実

施を仕様書等で明記 

□その他（      ） 

 

⑤機械換気設備 

□温度センサー 

□一酸化炭素センサー 

□その他（      ） 

 

  

 

 

 

 

 

 

⑦その他エネルギー利用効率

化設備（      ）     

４ その他省エネルギー設備等に関する措置の特記事項 

５ 省エネルギー性能評価書の内容に関する問合せ先 

(1) 建築主又は設計者氏名（法人にあっては名称）〔                                   〕 

(2) 担当部署名〔                           〕   連絡先〔                〕 

（日本工業規格Ａ列４番） 

省エネルギー性能評価書（設計）   

作成日     年  月  日 

 

ＰＡＬ＊ 

の低減率 

％ 

評価 

 

 

ＥＲＲ 

％ 

評価 

 

 

[建物全体※の性能] 

 

省エネルギー性能評価書交付状況一覧 

 

 建築物環境計画書番号〔     〕 建築物名称〔              〕 

  

No 
交付先氏名 

(法人にあっては名称) 
交付理由 交付日 

交付対象となる部分 

  

用途 面積 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

    
□売却 □賃貸 □変更 

□信託受益権の譲渡 

年 

月 日 
  

m2 

  

 

第1号様式その1 

  

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例

第23条の4に基づく 

  

省エネルギー性能評価書(設計) 

 

(2017年度基準) 

 

 

 

 

 1 特別大規模特定建築主 

    氏名(法人にあっては名称及び代表者の氏名) 

                            

    住所(法人にあっては主たる事務所の所在地) 

                            

 2 設計者 

    氏名(法人にあっては名称及び代表者の氏名) 

                            

    住所(法人にあっては主たる事務所の所在地) 

                            

 3 特別大規模特定建築物 

    名称 

                            

    所在地 

                            

    建築物環境計画書の建物番号 

                            

(日本工業規格A列4番) 

 備考 「2017年度基準」とは、平成29年4月1日に改正された東京都省エネルギー性能評価書作成基準により評価

したことをいう。 


